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横浜市子ども・子育て支援事業計画における保育・教育に関する 

「確保方策」の中間見直しについて 

 

 子ども・子育て支援事業計画（計画期間：平成 27 年度～31 年度）における保育（２号・３号）・

教育（１号）に関する「量の見込み」（利用に関するニーズ量）及び「確保方策」（量の見込みに対

応する確保量と実施時期）については、今年度、中間見直しを行うこととしています。 

今回の見直しでは、29 年度（４月１日時点）を起点として、30 年度と 31 年度の「量の見込み」

及び「確保方策」（29 年度中と 30 年度中に必要な確保量）を設定します。 

平成 28 年第３回市会定例会において「量の見込み」の中間見直しについてご報告いたしましたが、

「量の見込み」に対応する「確保方策」について、横浜市子ども・子育て会議において検討を進め、

中間見直し案を策定しましたので、ご報告いたします。 

 
 

 年齢 認定区分 保育の必要性 

保育 
０－２歳 ３号 

あり 

３－５歳 
２号 

教育 １号 なし 

 

【保育（２・３号）・教育（１号）に関する「量の見込み」の中間見直し】 
 

「量の見込み」 ＝ 「就学前児童数」 × 「ニーズ割合」 

 

 

  27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

保育(２・３号) 

（０－５歳） 

当初計画 64,106 67,443 68,291 69,138 69,986 

見直し － － 69,713 72,217 74,693 

 

 

  27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

教育(１号) 

（３－５歳） 

当初計画 52,813 51,813 50,802 49,802 48,797 

見直し － － 52,169 51,411 49,834 

 

          
 

 

  27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 
 

 
保育 

(0－5歳) 

教育 

(3－5歳) 

当初計画 
185,985 

(95,276) 

182,638 

(94,165) 

179,649 

(93,302) 

175,300 

(90,986) 

171,297 

(88,775) 

 
当初計画 

40.9％ 

(45.0％) 
55.0％ 

実績 
187,595 

(94,788) 

185,564 

(94,007) 
－ － － 

 
見直し 

41.2％ 

(45.2％) 
54.8％ 

新推計 － － 
184,086 

(92,375) 

183,126 

(92,065) 

181,344 

(90,927) 

  

平 成 2 8 年 1 2 月 1 3 日 

こども青少年・教育委員会資料 

こ ど も 青 少 年 局 

単位：人 教育（１号）に関する「量の見込み」・全市 

単位：人 保育（２・３号）に関する「量の見込み」・全市 

単位：人 ＜参考＞ 就学前児童の推計人口（全市・０－５歳） ニーズ割合（全市・31 年度） 

［各年度４月１日現在］ （ ）内は３－５歳の児童数 

［各年度４月１日現在］ 

［各年度４月１日現在］ 

（ ）内は２号（３－５歳）のみ 

＜参考＞ 子ども・子育て支援新制度における認定区分 
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１ 「確保方策」策定にあたっての基本的考え方 

 保育・教育に関する「量の見込み」に対応する「確保方策」（量の見込みに対応する確保量と実

施時期）について、次のとおり策定にあたっての基本的考え方をまとめました。 

 

（１） 保育（２・３号）について 

引き続き、毎年度の待機児童解消を図るため、「確保方策」を「量の見込み」と一致させま

す。 

ア 既存資源を最大限に活用し、ニーズに対応していきます。 

・横浜保育室（※）については、引き続き、「確保方策」として見込むとともに、給付対象

（保育所、小規模保育事業）への移行を支援します。 

※横浜保育室は、子ども・子育て支援新制度における給付対象施設ではありませんが、横浜市が独

自に設けた基準（保育料・保育環境・保育時間など）を満たしており、本市が認定し助成してい

る施設です。 

・幼稚園の認定こども園への移行（２・３号定員枠設定）について、引き続き全市を対象と

して支援します。 

・保護者の就業状況の変化（ニーズの流動性）に対応できる事業となっている幼稚園預かり

保育について、引き続き、２号認定における「確保方策」として見込みます。 

イ 各地域・エリアの実情に応じた対応を行います。 

・低年齢児のみ整備が必要な場合など、地域の保育ニーズの状況に応じて、フルスペックの

保育所だけでなく、小規模保育事業の整備など、ニーズへの的確な対応を行います。 

・保育（２・３号）に関する「量の見込み」が減少していく区・年齢区分については、空き

定員の枠を活用した、年齢間での定員構成の見直しなどの検討を行います。 

 

（２） 教育（１号）について 

全市で見ると「量の見込み」が減少傾向であり、また、「既確保量」が「量の見込み」を上

回っていることから、利用定員の減を基本に対応し、31 年度に「確保方策」と「量の見込み」

を一致させます。 

 

２ 基本的考え方を踏まえた「確保方策」の中間見直し案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜保育（２・３号）＞ 
①２か年で 4,980 人分の枠（０歳：987 人、１－２歳：3,106 人、３－５歳：887 人）を確保します。 
②認定こども園（２・３号）・保育所・幼稚園（預かり保育 ２号相当）は、4,864 人分を確保します。 
③低年齢児を対象とする地域型保育・横浜保育室は、地域型保育事業の整備（拡大）と横浜保育室の 
認可保育所等への移行（縮小）により、116 人分の枠拡大となります。 

 
＜教育（１号）＞ 
④「既確保量」が「量の見込み」を上回っているため、「確保方策」を減少させていき、31 年度に「量

の見込み」と一致するように設定します。 
 
※確保方策の内訳については、予算編成の過程等で変動の可能性があります。また、確保方策を踏ま

えた実際の必要整備量については、予算編成の過程等で検討していきます。 
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３ 今後のスケジュール（予定） 

平成 29 年２月  平成 29 年第１回市会定例会において、「量の見込み」及び「確保方策」につ

いてご報告 

平成 2 年３月  神奈川県との協議等を経て、「量の見込み」及び「確保方策」の確定 

２号 １号 ２号 １号 ２号 １号

０歳 １－２歳 ３－５歳 ３－５歳 ０歳 １－２歳 ３－５歳 ３－５歳 ０歳 １－２歳 ３－５歳 ３－５歳

6,404 22,465 39,422 6,477 22,960 39,701 6,551 23,456 39,979

認定こども園・保育所・幼稚園 5,612 19,125 39,222 36,476 5,751 19,751 39,535 43,620 5,891 20,377 39,848 40,821

＋確認を受けない幼稚園 19,028 8,534 7,976

地域型保育・横浜保育室 792 3,340 200 726 3,209 166 660 3,079 131

6,404 22,465 39,422 6,477 22,960 39,701 6,551 23,456 39,979

３１年度

３号 ３号 ３号全市

２９年度 ３０年度

確
保
方
策

計 55,504 52,154 48,797
68,291 69,138 69,986

量の見込み 50,802 49,802 48,797
68,291 69,138 69,986

２号 １号 ２号 １号 ２号 １号

０歳 １－２歳 ３－５歳 ３－５歳 ０歳 １－２歳 ３－５歳 ３－５歳 ０歳 １－２歳 ３－５歳 ３－５歳

6,311 23,196 40,206 6,809 24,754 40,654 7,298 26,302 41,093

認定こども園・保育所・幼稚園 5,393 19,234 39,910 14,883 5,907 20,805 40,487 19,776 6,349 22,097 40,955 19,607

＋確認を受けない幼稚園 41,179 33,173 30,227

地域型保育・横浜保育室 918 3,962 296 902 3,949 167 949 4,205 138

6,311 23,196 40,206 6,809 24,754 40,654 7,298 26,302 41,093
49,834

69,713 72,217 74,693

確
保
方
策

計 56,062 52,949

量の見込み 52,169 51,411 49,834
69,713 72,217 74,693

３号

３１年度

３号

３０年度

３号全市

２９年度

保育（２・３号）・教育（１号）に関する「確保方策」の中間見直し案【全市・暫定版】 

［各年度４月１日現在］ 

＜参考＞ 当初計画 
単位：人 

［各年度４月１日現在］ 

単位：人 
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